




















































































































































年 1 、 2 月に、 6年ぶりに全国規模で小学校
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ⅩⅤ．お わ り に
これまでにこのノートで取り上げてきた現
代日本の教育に関わるテーマは、幼児期から
の子育てをめぐるさまざまな困難、小学校に
おける学級崩壊の実態、ゆとり教育と学力低
下をめぐる論争、教育と社会の階層化の関係
などである。私自身の意図は、日本の教育の
現代的状況をできるだけ全体的に把握したい
というところにあったが、雑多な事柄を恣意
的な順序で取り上げてきたので、稿を終える
ことにした今も、当初からの目的の達成には
ほど遠いところに留まっている、というのが
実感である。
専門家でない私が教育の問題を学ぼうとし
たのは、現代において教育あるいは人作りが
教育の専門家だけに任せておけないほど重要
な社会問題になっていると考えたからである。
このような問題意識に関連して、以上のよう
な不十分な考察からも見えてきたことはいく
つかある。教育の特殊性は、一般市民が自分
のこと、そしておそらく自分の子どものこと
として、直接に体験する事柄であるので、だ
れもがそれのあり方については独自の意見を
もつ、という点にある。だから、教育に関し
ては、しばしば非専門家が自分の主観的な意
見をかなり独断的に主張するということが起
こる。それは必ずしも悪いことではないが、
その非専門家が教育以外の分野での有名人で
あったり、権威者であったりする場合に、単
なる素人の意見以上の影響力をもつという弊
害が生ずる。
政府等の諮問委員会が設置されるときに、
まず、ある種の傾向をもつ各分野の有名人を
委員として多く選び、彼らの名前を利用して
委員会の箔付けをする、次に意図したような
内容の答申が作成されるように官僚が誘導す
る、ということがよく行われる。有名人たち
の単なる思いつきがそのまま委員会報告に盛
り込まれることもある。このようにして、国
の重要な教育政策が決定されてしまうのであ
る。他方、教育の専門家には意見を述べる機
会が十分に与えられない。このことを例証し
ているのが「教育改革国民会議」である。（藤
田英典（2001）p. 41他参照）言うまでもなく、
ある人がある分野で立派な業績を挙げたとし
ても、そのことは、その人が教育の一般的な
あり方について立派な見識をもつことを、保
証するものではない。
素人の教育談義が悪いと言うのではない。
素人も学びの主体であり、受益者であるから、
当然、教育のあり方に関して発言権を有する。
ただ、彼らの意見は、多くの場合に、彼らの
体験に即してのものであり、そこから偏りや
狭さが生じてくることがある。重要なのは、
専門家と非専門家の間に基本的な情報の共有
と意見の十分な交換が行われることである。
これまで、教育に関するさまざまな分野の
専門家たちの研究成果に全面的に依存して、
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このノートを綴ってきた。その上での勝手な
感想であるが、教育という領域の中でも専門
分化の弊害が深刻になっているように思われ
る。ここで取り上げた幼児期からの子育て困
難、小学校における学級崩壊、小・中・高等
学校における学力低下などの問題は、相互に
密接に関連しているはずであるが、実際には
それぞれが単独に取り上げられるだけである
ことが多い。たとえば、子どもたちの学力低
下をめぐる論争に熱中している研究者たちは、
その子どもたちの幼児からの育ち、人間形成
がどうなっているかという、もっと基本的な
問題に触れようとはしない。いま、教育に関
する著書・論文は巷にあふれているが、現代
日本の教育を全体的に概観し展望するような
著述は、見出すのが困難である。素人からの
勝手な注文であるが、専門家も自分の専門分
野の枠を越えて積極的に発言し、他の分野の
専門家とも交流して、視野の拡大を図ること
が必要であろう。
子どもが育つ場としては家庭、地域社会、
学校があるが、いま学校だけでなく、家庭や
地域社会も大きく変化し、子どもを育てるた
めの機能を低下させつつある。そのような状
況の中で、子どもの心身の荒廃は予想以上に
進んでいることが憂慮される。それは道徳教
育の強化や奉仕活動の強制などで解決できる
問題ではない。現場で教育や保育にあたる
人々、関連各分野の研究者、親、一般市民が、
開かれた場で、子どもを取り巻く現在の状況
の実証的な把握を踏まえて、知恵を出し合い、
徹底的な論議を積み重ねることから始めるべ
きであろう。（了）
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